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中継輸送・中継拠点運用の実証実験

実施企業
北雄ラッキー株式会社
株式会社MLS
幸楽輸送株式会社



北海道物流研究会第8回会合：パネルディス
カッションにて

遠隔地への持続的な輸配送の実現へ

中継輸送・中継拠点運送
協業は毎度議論される課題

なぜ、前へ進まないのか
小さくても実験してみる︕



遠隔地への持続的な輸配送の実現へ

Step1：トレーラースイッチング配送

Step2：サテライトセンター

Step3：サテライトセンター(在庫デポ併設)道
南

道
央

道
東

道
北

ドライバーの勤務ローテーションで対応することは根本問題解決ではない
生産性を上げる仕組みを実現することで持続可能な物流へ
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ここを
検討



PoC検討-仮説-

北見エリア
道央(石狩)エ

リア

拡大：北見エ
リア

拡大：道央(石狩)
エリア

コカ・コーラ北見拠点から60km圏内
で配送可能

3社物流拠点は近隣エリアに
存在

コカ・コーラ製品

北見に同じ商品があるが、
小売は長距離配送している

≪仮説≫
中継拠点を設けることで、小売の長距離便の
削減ができるのでは？



PoC検討-TRIALの効果-

現状 PoC期間

＜検証/効果＞
増便(各店舗に10t車)が発生している2日間、コーラ分の減により、TR積載(Max:24pt)に収まる物量に
。⇒TR1台が、店舗混載便として出荷が可能に。

TRIAL
センター

(石狩)
TRIAL

北見並木

小売拠点 小売店舗

TRIAL
北見中ノ島

TRIAL
センター

(石狩)

TRIAL
北見並木

小売拠点 小売店舗

TRIAL
北見中ノ島

TR1台

TR1台

TR1台

TR1台10t 1台

10t 1台

4台⇒3台へ
(10t 1台の減車)

TR混載1台

≪結論≫
10ｔ1台の減車は、年換算で約400万円の削減効果となる。
一方で、商流契約上の問題やマンパワー調整の発生により継続は困難。持続可能な物流「 」。



スケールと今後の課題

卸間売買(各社共通在庫の実現) 納品マテハン・梱包容器の統一化

商物分離 個社制約

物流の中立性 柔軟な店着時間

発注LT(&時間)の統一化

納品カテゴリールール

物流システムの共通化

道央

➁各種制約の解消

解消に向けた
協議が必要

➂中継拠点の模索

➀ボリュームの確保
（対象メーカー・対象店舗）



共同データベースの普及によるサプライチェーン
におけるエネルギー効率の向上実証事業

実施企業
ホクレン農業協同組合連合会
センコー株式会社
株式会社traevo
イオン北海道株式会社







マテハン共同回収体制構築に向けて
データベース実証実験を受けて、北海道物流研究会オブザー
バー企業同士がマテハン回収業務実験、協業を実施

A社



函館方面
モーダルシフトの実現

実施企業
株式会社MLS
日本貨物鉄道株式会社



従来の配送

トライアル上磯店 トライアル北美原店

日雑品ベンダー

物流課題(運送会社)
遠方且つ、拘束時間への懸念

(株)MLS×JR貨物様 モーダルシフトの取り組み
課題
➀函館便（片道4.5時間) ⇒拘束時間の長時間化
➁遠方納品における天候リスク(納品遅延化)や高コスト化

日雑品
ベンダー様



モーダルシフト

トライアル上磯店

トライアル北美原店

(株)MLS×JR貨物様 モーダルシフトの取り組み
モーダルシフトによって、ドライバー拘束時間の削減やトラック走行距離削減によるCO2削減。
コスト効果についても月間で46万円の削減が見込まれている。

日雑品
ベンダー様

大谷地駅

MLS
函館デポ

1日の削減効果
ドライバー拘束時間削減 ：▲15時間
トラック走行削減距離 ：▲約1,100㎞
トラックCO2排出削減量 ：▲960kg-Co2

⇒コスト効果についても約46万円/月間を見込む

日雑品ベンダー
大谷地駅



コンプライアンス対応
BCP物流体制構築
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●一次物流協業
●二次物流協業

●遠隔地配送協業
●中継拠点・輸送協業

●BCP対応連携

●AI・DX化
●効率化対応協業

物流維持実現を目指し
たサプライチェーン構築

今後取り組んで行くべき物流改革と物流協業



経済環境

社会
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・物流の安定化
・ブランド価値向上
・コスト削減

・働き方改革
・ドライバー不足対応
・デジタル・DX推進

・車両削減（CO2削減）
・再生可能エネルギー使用
・カーボンニュートラル実現

社会

経済

環境

物流改革はサスティナブル社会の構築に繋がる（社会貢献）




